様式１

経営革新計画に係る承認申請書

　令和　　年　　月　　日

東　京　都　知　事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　〒

　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称
代表者の職・氏名
電話・ＦＡＸ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（承認書の郵送先や連絡先が上記と異なる場合記入）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　　所　〒

　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話・ＦＡＸ
　中小企業等経営強化法第１４条第１項の規定に基づき、別紙の計画について承認を受けたいので申請します。

	①申請者名・資本金・業種
	②実施体制及び連携先

	申請者名：

代表者職氏名：代表取締役　○○○○
法人番号：

資 本 金：
業　　種：　　　　　（　　　　　）
	社内体制は、責任者を●●、▼▼担当を○○、▲▲担当○○の●名とし、×××は▲▼社に開発を委託する。

	③事業活動の類型
	④経営革新の目標

	計画の対象となる類型全てに丸印を付ける。

１．新商品の開発又は生産
２．新役務の開発又は提供
３．商品の新たな生産又は販売
の方式の導入

４．役務の新たな提供の方式の
導入

５．技術に関する研究開発及び
その成果の利用

６．その他の新たな事業活動


	経営革新計画のテーマ：


	
	（新規事業の取組内容を簡潔に記入）


	⑤期間
	計画期間 ：　　年　　月　～　　年　　月
	※類型５．を選択した場合は研究開発期間を記入すること

	
	事業期間 ：　　年　　月　～　　年　　月
	研究開発期間：　　年　　月～　　年　　月

	⑥経営革新の実施に係る内容

	１．当社の現状と経営課題

２．経営革新の具体的内容（既存事業との相違点、経営戦略における位置付け等）



	⑦経営の向上の程度を

示す指標
	現　　状（千円）
	計画終了時の目標伸び率（％）
（事業期間終了時点）

	１
	付加価値額
	千円
	　　　　　　　千円　　　　　　％
（　　年 　月～ 　年 　月（事業期間　年））

	２
	一人当たりの

付加価値額
	千円
	　　　　　　　千円　　　　　　％

	３
	給与支給総額
	千円
	　　　　　　　千円　　　　　　％



（経営革新計画の具体的内容と新しい取り組み方法を記入して下さい）

１　当社の現状（既存事業の内容）

（１）会社概要
	社名
	

	設立年月日
	


	本社所在地
	

	代表者
	

	従業員内訳
	

	会社沿革
	


	事業内容
（売上構成比）
	①　　　　　　　　　　（　％）
②　　　　　　　　　　（　％）
③　　　　　　　　　　（　％）

	主要事業所
	

	主要顧客
	

	主要仕入先
	

	競合企業
	

	資格・業許可
	

	当社の強み
	


（２）既存事業の内容

（３）経営状況

（４）既存事業の今後の見通し

２　本計画を作成するに至る「きっかけ」と経緯
以下の経営課題、市場調査・分析の結果を踏まえて、経営革新計画を策定した。

（１）経営課題
（２）市場に関する調査・分析

（経営革新計画の具体的内容と新しい取り組み方法を記入して下さい）

３　新規事業の内容「自社にとって何が新たな取組みであるのか」
（１）新規事業の概要

（２）新規事業の詳細

　①
　②
　③
（３）比較
　①既存事業との比較

	
	既存事業
	新規事業

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


　②競合他社との比較
	
	新規事業
	競合他社

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


（４）取組状況

（５）連携先

（６）資金調達

（７）事業許認可

（８）その他


（経営革新計画の具体的内容と新しい取り組み方法を記入して下さい）

４　計画を実施した結果はどのようになるのか 
（１）当社のメリット

（２）取引先のメリット
（３）顧客のメリット

（実績欄は申請段階では記載する必要はありません）
	①番号
	計　　　　画
	実　　　　績

	
	②実　施　項　目
	③評価
基準
	④評価

頻度
	⑤実施

時期
	実施

状況
	効果
	対策

	１
	
	
	
	
	
	
	

	１－１
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


（経営革新計画の具体的内容と新しい取り組み方法を記入して下さい）

計画の実施「新事業をどのように実施するのか」

１．●●
１－１　●●
　　・・・・・
　　・・・・・
　１－２　●●
　　・・・・・
　　・・・・・

２．●●
２－１　●●
　　・・・・・
　　・・・・・
　２－２　●●
　　・・・・・
　　・・・・・

（単位　千円）　
	
	２年前

(　年　月期)
	１年前

(　年　月期)
	直近期末

(　年　月期)
	１年後

(　年　月期)

	２年後

(　年　月期)
	３年後

(　年　月期)
	4年後

(　年　月期)
	５年後

(　年　月期)
	６年後

(　年　月期)
	７年後

(　年　月期)
	８年後

(　年　月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益

（①－②）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び

一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦給与支給総額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	普通償却額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	特別償却額
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

（⑤＋⑧＋⑪）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭一人当たりの付加価値額(⑫÷⑬)
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑮資金調達額（⑨＋⑩）
	政府系金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	民間金融機関借入
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	自己資金
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	その他
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　計
	－
	－
	－
	
	
	
	
	
	
	
	


（各種指標の算出式）

「給与支給総額」：給与＋賃金＋賞与＋各種手当 
「付加価値額」：営業利益＋人件費＋減価償却費　　　　　　　　　

「一人当たりの付加価値額」：付加価値額÷従業員数

「営業利益」：売上総利益（売上高－売上原価）－販売費及び一般管理費

（付加価値額等の算出方法）　注）下記については該当があれば原則算入して下さい。
	人数、人件費に短時間労働者、派遣労働者に対する費用を算入しましたか。
	
	は　い
	
	該当なし

	減価償却費にリース費用を算入しましたか。
	
	は　い
	
	該当なし

	従業員数について就業時間による調整を行いましたか。
	
	は　い
	
	該当なし


１　既存事業と新規事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　　千円）
	　
	　
	直近期末
	１年後
	２年後
	３年後
	４年後
	５年後
	６年後
	７年後
	８年後

	　
	　
	(  年  月期)
	(  年 月期)
	(  年  月期)
	(  年  月期)
	(   年  月期)
	(   年  月期)
	(   年  月期)
	(   年  月期)
	(  年  月期)

	①売上高
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	②売上原価
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	③売上総利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	④販売費及び一般管理費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑤営業利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑥経常利益
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑦給与支給総額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑧人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑨設備投資額
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑩運転資金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑫付加価値額

(⑤+⑧+⑪）
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	⑭一人当たり付加価値額
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－
	－

	　
	既存事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	　
	新規事業
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　新規事業　売上高計画の内訳

　(１)　計画値内訳（新規事業により売上げ増となる積算根拠を記載する。）

　　　　　1年後　　＠○○円×○個＝　　　　千円

　　　　　2年後　　＠○○円×○個＝　　　　千円

　　　　　3年後　　＠○○円×○個＝　　　　千円


  4年後
          5年後

　(２)　設定数値根拠

　　　①　単価の根拠


　　　②　販売量の根拠


設備投資計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）

	
	機械装置名称　　（導入年度）
	単　　　価
	数　量
	合　計　金　額

	１
	　　　　　　　　　（　年　月期）
	
	
	

	２
	
	
	
	

	３
	
	
	
	

	４
	
	
	
	

	５
	
	
	
	

	６
	
	
	
	

	７
	
	
	
	

	８
	
	
	
	

	９
	
	
	
	

	10
	
	
	
	

	
	合計
	
	
	


注）設備投資計画が書ききれない場合は、最後の行に別添ありと記載して同じ様式で記載したものを　添付する
運転資金計画（経営革新計画に係るもの）　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	年　　度
	金　　額
	内　訳

	　　年　 月期
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


 [希望する支援策について]

　 eq \o\ad(経営革新計画が承認された場合に利用を希望する支援策に○印を付けて下さい。（複数希望可）,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
	回　　答　　欄

	
	１　政府系金融機関による低利融資制度

	
	２　中小企業信用保険法の特例（東京都制度融資）

	
	３　中小企業投資育成株式会社法の特例

	
	４　起業支援ファンドからの投資

	
	５　特許関係料金減免制度

	
	６　実施フォローアップ支援（経営専門家派遣）

	
	７　市場開拓助成事業

	
	８　海外展開事業者への支援制度


※経営革新計画の承認は、上記支援策の提供を保証するものではありません。計画承認後、利用を希望する支援策の実施機関への申込・審査が必要となります。
 [関係機関への連絡希望について]                                    　　　　　　 
　計画が承認された場合に、承認を受けた計画の内容について下記関係機関に送付することの希望の
有無を必ずご記載下さい。（有か無に○を記入してください。）

	承認書類の送付を希望する機関名（実施支援策）
	送付の希望の
有・無

	①株式会社　日本政策金融公庫（低利融資制度）
	

	
	中小企業事業　　　支店
	
	有
	
	無

	
	国民生活事業　　　支店
	
	有
	
	無

	②東京信用保証協会（中小企業信用保険法の特例）
	
	有
	
	無

	③中小企業投資育成株式会社（投資育成の特例）
	
	有
	
	無


注１）前記「希望する支援策について」で、１~３の支援策を希望した場合は、支援策に該当する①~③の送付機関の有に○をしてください。ただし、送付を希望しない場合は無に○でも構いません。　
注２）①が有の場合は、送付を希望する支店名を記入してください。
 [経営革新計画提出に当たり協力を得た機関等]

「経営革新計画」提出に当たり協力を得た機関等があれば、下記に○印の上、具体名を記載してください。

	回　　答　　欄

	
	１　政府系金融機関　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	２　民間金融機関　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	３　中小企業診断士　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	４　税理士・公認会計士・社会保険労務士等　（　　　　　　　　　　　　　　）

	
	５　商工会・商工会議所　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	６　県・市町村関係機関　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	７　民間経営コンサルタント（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）

	
	８  その他　＊具体的に記入してください　（　　　　　　　　　　　　　　　）


[企業名等の公表]                                     　　 　　　　　　
　「経営革新計画」が承認された場合、下記の記載内容を東京都のホームページ上で公表可能か

どうか、該当する項目の左欄に○印をしてください。
	回　　答　　欄

	公表可能

	
	１．企業（組合）名　    
	
	５．所在地（登記上の住所）

	
	
	２．代表者名
	
	６．電話番号

	
	
	３．資本金
	
	７．業種　　

	
	
	４．従業員数
	
	８．経営革新計画の名称

	公表不可
	


　注）公表してよい場合、１～８の各項目ごとに○印をして下さい。

[中小企業経営革新事例集の作成]
今後、経営革新を行おうとする中小企業の参考のため事例集を作成する場合、下記の記載内容を
活用することが可能かどうか、該当する項目の左欄に○印をしてください。
	回　　答　　欄

	活用可能

	
	１．企業（組合）名
	
	５．所在地

	
	
	２．代表者名
	
	６．電話番号

	
	
	３．資本金
	
	７．業種　

	
	
	４．従業員数
	
	８．経営革新計画の名称及び概要

	公表不可
	


注）活用可能な場合、１～８のうち活用可能な項目ごとに○印をして下さい。

印





日本標準産業分類の細分類名と4桁の数字をご記入ください。


例）電子管製造業(2811)





社内の誰が、どのような体制で取り組むのか。他の企業等と連携して行う場合には、その連携内容（P7（6）の連携先等）を記載。





◆【計画期間】：事業期間と研究開発期間をあわせた期間


「税務申告済みの直近期末の翌月（※）」から「計画終了期の決算月」まで


例）令和3年12月期を申告済みの場合、「令和4年1月」から


◆【事業期間】：計画期間から研究開発期間を除いた期間


「③新事業活動の類型１～４」の場合は、「計画期間」＝「事業期間」


◆【研究開発期間】：「③新事業活動の類型５」を選択した場合にのみ設定。


※詳細は記載要領p.13参照。





既存事業の概要と、現状における経営課題について（別表1-2）の要点を簡潔に記載してください。





新規事業の内容、既存事業との相違点について（別表1-2）の要点を簡潔に記載してください。





【個人事業主の場合】（記載要領p.10）


申請者名：個人名とし、括弧書きで屋号を記入。


例）東京　一郎（屋号：東京商店）


代表者職氏名：個人名を記入。





・事業主、法人の役員、臨時の従業員を含みません。


・別表3、3-2の従業員数とは異なる場合があります。








資格証・業許可等のコピーも提出してください。（記載要領p.15）








各事業について、スキーム図や写真などを用いて、文章で簡潔に説明してください。








直近３期の経営状況について簡潔に説明してください。


特に、赤字の場合には、その理由を説明してください。





国が提供する「ローカルベンチマーク」などもご活用ください。


　https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/locaben/











別表３－２の既存事業の売上の増減について、理由とともに今後の見通しを説明してください。








「１当社の現状」から抽出される経営課題について簡潔に説明してください。








新規事業に先立ち、顧客ニーズを把握するために、ターゲット市場の動向について根拠とともに簡潔に説明してください。


必要に応じて、根拠となる図表（出所も含め）もあわせて掲載してください。











事業スキーム、想定する顧客（ターゲット）、図などを用いて、文章で簡潔に説明してください。


※複数の事業がある場合には、それぞれについて説明してください。











新商品・新サービスの内容、開発内容や共同研究の有無、新規設備投資の必要性や内容、各取組に係る委託の有無等、事業の詳細について図や写真を用いて、文章で説明してください。


こちらが特に重要なパートです。新事業の内容を具体的に記載してください。








現在までの取組状況、今後の課題、その解決策等について説明してください。








他の企業等と連携して実施する場合には、連携内容と連携先の概要（所在地、資本金、従業員数、業務内容など）を説明してください。





事業実施に必要となる資金調達について、借入先、借入予定額と現時点での見込み（※）を説明してください。


※既に融資依頼先（金融機関等）に相談を行っている場合は、融資依頼先の反応を記載してください。








事業実施に必要な許認可等（例：職業紹介事業の許可、労働者派遣事業の許可、化粧品製造販売業の許可）について取得状況を説明してください。


未取得の場合は、必要となる許認可、申請機関との調整状況、取得予定時期について具体的に説明してください。





※商品等の図面、機器のカタログ等、新事業内容のわかる資料があれば添付して下さい。








自社や取引先（仕入れ先や顧客）、エンドユーザーのメリット等を記載してください。








実施項目を開始する時期を４半期単位で記載。（記載要領p.16、17）








別表２①番号に沿って、②実施項目の内容を具体的に説明してください。


（記載要領p.17）








別表２


①番号








別表２


②実施項目





「販路開拓」について広告宣伝などの販売促進の具体的方法を含めて記載してください。





　本頁（別表３）については、原則として、当該Wordファイルに直接入力せず、ホームページに掲載のExcelシートで作成し、「別表３【貼付用】」シートを本頁に図（※）として貼り付けてください。


　ただし、Excelをご使用になれない環境の場合は、当該Wordファイルに直接入力の上、ご提出ください。


※貼り付けにあたり、既にあるWord上の表（枠）は削除してください。








◆HP


� HYPERLINK "https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/kakushin/" �https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/kakushin/�


◆別表3、3-2


� HYPERLINK "https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/beppyo3-5y_R210-9.xlsx" ��https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/beppyo3-5y_R210-9.xlsx�


◆別表3、3-2（計画期間が5年を超える場合）


　計画期間が5年を超える場合はお問合せください。





　本頁（別表３-２）については、原則として、当該Wordファイルに直接入力せず、ホームページに掲載のExcelシートで作成し、「別表３－２【貼付用】」シートを本頁に図（※）として貼り付けてください。


　ただし、Excelをご使用になれない環境の場合は、当該Wordファイルに直接入力の上、ご提出ください。


※貼り付けにあたり、既にあるWord上の表（枠）は削除してください。








◆HP


� HYPERLINK "https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/kakushin/" �https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/kakushin/�


◆別表3、3-2


� HYPERLINK "https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/beppyo3-5y_R210-9.xlsx" ��https://www.sangyo-rodo.metro.tokyo.lg.jp/sinsei/shoko/beppyo3-5y_R210-9.xlsx�


◆別表3、3-2（計画期間が5年を超える場合）


　計画期間が5年を超える場合はお問合せください。





自社の旧型製品や他社の類似製品との比較、市場調査結果など、単価の妥当性について記載してください。





「１年後に○個、２年後に○個を販売する」などの目標値だけではなく、その目標値を設定した根拠をあわせて記載してください。








別表３－２「⑨設備投資額」新規事業分と一致させてください。


同年度で複数行ある場合は、年度ごとに小計行を追加してください。








別表３－２「⑩運転資金」新規事業分と一致させてください。








1
－２－

